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経済振興特区制度について

高等学校教育のあり方について

滋賀県地域の自殺対策について

子どもの体力向上への取り組みについて

元気な社会の実現のために！
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＜商工観光労働部長の回答＞

　全県一体となり、平成9年度に「滋賀県産業立地推進協議会」を組織

し、東京や大阪でのフォーラムの開催や各種産業展への出展による情報

発信などの誘致活動に取り組んできました。さらに「びわ湖南部エリア新

産業創出特区」および「長浜バイオ・ライフサイエンス特区」においては

平成17年度から「経済振興特区企業立地促進助成金」による支援ととも

に他の助成金や優遇税制を活用した誘致活動をしてきました。

　この結果、滋賀県の工場立地件数は平成14～19年に5年連続で増加

し、平成20年も前年同数の47件で全国10位と高い水準を維持できまし

た。厳しい経済状況ですが引き続き企業誘致に取り組み滋賀県経済の活

性化を図っていきたいと思います。

経済振興特区制度は、地域の特性を活かした力強い産業振興
策の実施が見込まれる地域を「特区」と選択し、5年間集中的

に支援する制度ですが、これまでの企業誘致の取り組みとその成果
について伺います。

全ての自殺の原因を各地方自治体の施策で解決するのは無理
かもしれません。しかし、今こそ国や都道府県、市町、地域が

連携し、国民が生きがいを持って生活できるよう取り組まねばなり
ません。滋賀県としても長期的な視点が必要と考えますが、今後3年
間の行動計画・目標について伺います。
＜健康福祉部長の回答＞

　今回、自殺の実態調査に取り組み、自殺対策を総合的に進める方針を

とりまとめます。

　自殺は本人にとってこの上ない悲劇であるだけでなく、社会全体にとっ

ても大きな損失です。自殺を考えている人を一人でも多く救うことを目標に

して、医療、福祉、法律、経営、労働など広く関係する団体の協力を得て、

3年間の行動計画を着実に、かつ、集中的に実行していかなければならな

いと考えています。

＜教育長の回答＞

　滋賀県の児童生徒の体力・運動能力を見ると、小学生が低位な状況に

あることから、運動が生活習慣に根付くような家庭や地域と連携した取

り組みを継続して進めています。また、平成19年度から「小学生一日30分

運動」に取り組み、今年度は小学生の体力向上を目指した授業づくりを支

援するため「子どもの体力向上支援プログラム」を作成し体育授業の充実

強化を図ってまいります。

子どもの体力低下が問題となっています。子どもたちの健全な
育成には、先ずは家庭生活の充実が不可欠ですが、そのうえ

で、学校や地域の協力が得られるものと考えます。子どもたちを取
り巻く諸情勢に起因することですが、子どもたちの体力向上に向け
ての取り組みと問題点について伺います。

学校教育を取り巻く環境は大きく変化をしています。今後の県
立高校の課程・学科のあり方、適正な規模に向けた取り組み、

統廃合を含めた学校の適正な配置などが課題です。特色ある学校
づくりのための施策とそのスケジュールを伺います。
＜教育長の回答＞

　子どもたちが将来にわたって豊かな教育を受けるために、学校・学科の

再編も含め、新しい時代に対応した特色ある学校づくりを進めてまいりま

す。スケジュールは、本年度から、本県の将来的な職業教育や職業学科の

あり方について産業教育審議会で審議していただき、県教育委員会でも

職業学科以外の学科のあり方についても検討する予定です。それらを総

合的に考え合わせ計画を策定してまいりたいと考えています。

　滋賀県の、2005～2020年までの潜在成長率は＋2.83％と全国第１位です。しかし今回の金融
危機に端を発した経済不況により企業収益は悪化し、滋賀県の財政においても税収が大きく落
ち込んでおり、非常に厳しくなっています。
　また、今年は全国の自殺者数が過去最悪のペースで推移していると報道されています。自殺の
原因は健康面や経済面など様々ですが、年間3万人という尊い命が自殺によって失われていくこ
とは、家族にとって大きな悲しみであることはもちろん、社会にとっても大きな損失です。自殺者
のさらなる増加が懸念されることから、国は自殺対策の強化を決めました。元気な社会を実現
するため、こうした問題と正面から向き合い、私の日々の活動の中で何が出来るのか、何が必要
なのかを模索してまいりたいと考えております。
　今回は、自殺対策、産業振興、未来を担う子どもたちの教育を中心に質問しました。


